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１．事業所名及び代表者氏名 

一般財団法人 九州環境管理協会 理事長 百島則幸 

 

２．所在地 

 

３．基本財産 

 １，０００万円 

 

４．環境管理責任者、担当者氏名及び連絡先 

環境管理責任者：理事兼総務部長 高木満郎 

 担当者(EA21 事務局)：総務課長 大塚康行 

 TEL：092-662-0410 

 FAX：092-662-0411 

 E-mail：soumu@keea.or.jp 

 

５．対象活動 

 環境調査・分析試験、環境アセスメント、環境計画、環境関係コンサルタント、環境教育

等の啓発事業 

 

６．事業の規模 

 

  

Ⅰ 組織の概要 

本部 〒813-0004 福岡市東区松香台1丁目10番1号

エネルギー・環境情報センター 〒813-0004 福岡市東区松香台1丁目161番3号

北九州支所 〒804-0084 北九州市戸畑区幸町7-9　エクレール戸畑駅東1107

大分支所 〒870-1177 大分市富士見が丘西3-17-5

東京事務所 〒105-0001 東京都港区虎ノ門1丁目8番7号 富田屋ビル7FB

活動規模 単位 平成24年度
（24年4月～25年3月）

平成25年度
（25年4月～26年3月）

平成26年度
（26年4月～27年3月）

平成27年度
（27年4月～28年3月）

売上高 百万円 1,483 1,743 1,787 1,826

職員数 人 161 162 171 171

床面積 ㎡ 6,181 6,181 6,181 6,181
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７．事業の概要 

 

（１）環境に関する普及啓発事業 

 

 

 

 

 

 

 持続可能な循環型社会の実現を目指して、環境教育や普及・啓発活動に取り組み、地域社

会の環境質の向上に努めています。 

 

福岡県地球温暖化防止活動推進センター 

当協会は、平成 25 年 3 月 25 日、「地球温暖化対策の推

進に関する法律(1998 年 10 月)」第 11 条に基づき、福

岡県知事より「福岡県地球温暖化防止活動推進センター」

として指定され（第３期）、活動を行っています。 

 

 

エコアクション 21 地域事務局 ECO-KEEA 九環協 

エコアクション 21 地域事務局 ECO-

KEEA（エコ-ケア）九環協では、エコア

クション 21 の「認証・登録制度」の手

続きのお手伝いをさせていただくほか、

エコアクション 21 に興味のある事業者

の方々を対象としたセミナーの開催や出

前講座など、各種サービスを提供してい

ます。 

 

 

エネルギー・環境情報センター 

エネルギーや環境は、国民生活と産業活動を支える基盤であり、これらの重要性を理解

することは将来の担い手となる子供たちにとって必要不可欠です。エネルギー・環境情報

センターでは、当協会の公益事業として、次世代を担う子供たちやその保護者、企業で働

く人々へ環境学習の場を提供するとともに、事業者や市民の方々が推し進める省エネルギ

ー活動の支援をおこなっています。 

●科学実験講座、おもしろサイエンスの開催 

●省エネルギー相談事業、ビオトープづくりの技術指導 
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（２）環境調査 

 

 

 

 

 

私たちが抱える環境問題やその課題を解決するためには、まずは環境の現状を正しく理

解する必要があります。正しい理解を得るためには、適切な観測や測定の技術が求められ

ます。お客さまのニーズを十分理解し、目的に応じた環境調査を企画・提案します。 

●大気汚染調査 

●騒音・振動・交通量調査（環境、自動車、航空機） 

●水質汚濁調査（水底質） 

●悪臭調査 

●土壌汚染調査（土壌汚染防止対策法に基づく地歴調査、土壌分析） 

●廃棄物調査 

●環境放射能調査（空間線量、環境試料、生体試料など） 

●地下水流動調査（トレーサ法） 

 

 

（３）動物・植物・生態系調査 

 

 

 

 

 

環境調査の中でも生物に関わる調査では、現地同定や採取などに特殊な技術が求められ

ます。当協会では、理学・水産学・農学博士、生物分類技能検定、樹木医などの有資格者

がこれを提供します。 

●植生調査（群落組成、植生図） 

●植物調査 

●哺乳類・鳥類・両生類・爬虫類・昆虫類などの動物調査 

●猛禽類などを頂点とする生態系調査 

●動植物プランクトン調査、魚卵・稚仔魚・魚類調査 

●底生生物調査、藻場調査 

 

 

http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_18.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_17.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_09.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_07.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_23.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_25.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_26.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_29.pdf
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（４）分析試験 

 

 

 

 

 

大気、水、生物さらに環境放射能など、幅広い分野にわたって高度な技術と高感度な機

器を駆使して総合的・系統的な分析・試験を行っています。私たちは、提供する分析試験

結果が、お客様だけでなく社会に重大な影響を及ぼす場合があることを十分理解して技術

者倫理および法令を遵守するとともに、環境に関する分析試験を行う専門の試験機関とし

て、常に、信頼性の確保と測定技術の向上に努めています。 

水質関係 

●環境水分析、排水・下水分析、飲料水等分析、温泉水分析 

固質、廃棄物関係 

●廃棄物分析（組成分析、有害物分析、可燃物・不燃物組成、発熱量測定など） 

●骨材試験（JNLA に基づく試験、一般骨材試験）、底質・土壌分析 

●コンクリート劣化診断分析、石綿（アスベスト）測定・分析 

●土壌腐食試験（ANSI・DIN に基づく試験、ソイルボックス法） 

●六価クロム溶出試験（改良土、セメント、セメント系固化材） 

●絶縁油中 PCB 分析（高圧トランス、高圧コンデンサなど） 

大気、空気関係 

●大気質分析（SOｘ、NOx、SPM、光化学オキシダント） 

●悪臭物質測定（法規制物質、嗅覚試験（官能試験）など 

●有害大気汚染物質分析（重金属類、揮発性有機化合物、有機化学物質など） 

●室内空気中化学物質（シックハウス）測定 

特殊分析 

●ダイオキシン類分析（MLAP に基づく分析試験） 

●放射性物質測定（放射能測定、ISO/IEC/17025 試験所認定に基づく試験） 

●考古学試料分析（年代測定など）、物質鑑定試験（物質の同定） 

●鉱物分析（岩種判定試験）、定性分析（金属類、有機物）、有機物鑑定 

●細菌類分析（レジオネラ菌、腸管出血性大腸菌（O-157）、大腸菌など） 

●生物試験（AGP 試験、毒性試験）、DNA 分析 

●法化学分析（火災原因推定分析） 

 

http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_03.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_01.pdf
http://www.nite.go.jp/data/000001719.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_11.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_04.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_05.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_02.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_06.pdf
http://www.nite.go.jp/data/000049641.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_09.pdf
http://www.jab.or.jp/system/service/testinglaboratories/accreditation/detail/438/
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_10.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_28.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_35.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_12.pdf
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（5）環境影響評価・環境監視 

 

 各種開発行為や事業実施に伴う環境影響を評価するために、環境監視計画、環境監視調査、

環境影響評価（環境アセスメント）を企画・提案します。 

●道路、鉄道、飛行場整備 

●海面埋立・干拓、港湾計画 

●河川、ダム、堰、湖沼開発、放水路整備 

●発電所建設 

●廃棄物最終処分場、廃棄物施設建設 

●土地区画整理、新住宅市街地開発、新都市基盤整備、宅地の造成事業 

●工業団地造成、流通業務団地造成事業 

●漁業補償、潮流・水質、地下水流動などの数値シミュレーション、漁業資源量解析、

統計解析、データベース構築、生物保全に係る調査検討 

 

 

（6）環境計画 

 

 

 

 

 

 

地球環境の保全、人と自然の共生、資源の循環、快適な生活環境の実現に向けて、各種

計画を企画・提案します。 

●環境基本計画、地域環境計画、地球温暖化対策実行計画（区域施策編、事務事業編） 

●廃棄物処理計画、減量計画、リサイクル計画、自然公園保護管理計画 

●農村環境計画、農業振興地域整備計画、食料・農業農村基本計画 

●生態系に配慮した水田、水路整備計画、里山の保全計画 

●市町村総合計画、都市計画マスタープラン、緑の基本計画、公園緑地計画 

●文化財整備計画、再生可能エネルギー導入計画、省エネルギー推進計画  

http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_13.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_30.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_15.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_27.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_16.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_34.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_19.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_22.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_20.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_32.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_38.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_40.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_41.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_42.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_44.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_45.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_39.pdf
http://www.keea.or.jp/pdf/keea_leaflet_43.pdf
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（７）トピックス（DNA 分析） 
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８．業務登録および許可・認可・指定 

  

種 類 登録番号等 部門等

建設コンサルタント 建24第7493号 都市計画及び地方計画、建設環境、廃棄物

測量業 第(2)-32026号

認定特定計量証明事業 N-0098-01
大気中のダイオキシン類、水又は土壌中のダ
イオキシン類

計量証明事業(福岡県) 第6号 濃度（大気、水又は土壌中の物質の濃度）

計量証明事業(福岡県) 第14号 振動加速度レベル

計量証明事業(福岡県) 第2号 音圧レベル

作業環境測定機関(福岡労働局) 40-8 別表1,2,3,4及び5号の作業場

土壌汚染対策法指定調査機関
環2003-1-
256

業務を行う都道府県：全国

水道法第20条水質検査機関(厚
生労働省)

第43号
水質検査を行う区域：福岡県、佐賀県、長崎
県（離島を除く）、大分県、熊本県、宮崎
県、鹿児島県（離島を除く）、山口県

環境省が実施するダイオキシン
類の請負調査の受注資格機関

環水大総発第
120306002号

一般環境大気、公共用水域水質、地下水質、
土壌、底質、排出ガス、排出水、焼却灰その
他の燃え殻及びばいじん

建築物飲料水水質検査業(福岡
県)

23水第30号
建築物における衛生的環境の確保に関する法
律

090271JP
（JNLA）

骨材試験（JIS Ａ 1145)

RTL03640
（JAB）

放射能・放射線試験

品質マネジメントシステム
ISO9001:2008(JIS Q
9001:2008)

01QR-470 調査分析部　環境に関する測定・分析業務

温泉成分分析機関（福岡県） 第1号 全項目（ラドン含む）

放射性同位元素等使用許可（文
部科学省）

使第2792号 放射性同位元素等使用許可

国際規制物資の使用許可（文部
科学省）

57安（保障）第
560号

国際規制物資の使用許可

核燃料物質の使用許可（文部科
学省）

2安（核規）第
723号

核燃料物質の使用許可

福岡県地球温暖化防止活動推進
センター

24環保第3913
号

地球温暖化対策の推進に関する法律

環境マネジメントシステム
エコアクション21地域事務局

1-033 ECO-KEEA九環協

環境マネジメントシステム
エコアクション21

0003013
環境調査・分析試験、環境アセスメント、環
境計画、環境関係コンサルタント、環境教育
等の啓発事業

エコ事業所登録 第314号 福岡県知事

子育て応援宣言登録 第340号 福岡県知事

飲酒運転撲滅宣言企業登録 第40002905号 福岡県知事

女性大活躍推進宣言登録 第66号 女性の大活躍推進福岡会議

ISO/IEC 17025(JIS Q
17025:2005)認定
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９．レポートの対象期間 

 平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

 

１０．対象組織 

 環境マネジメントシステムの認証・登録範囲は、下図のとおりです。 

  

認証・登録範囲

職員数171名

※　福岡市保健環境研究所内まもるーむに常勤（3名）

経営本部 事業本部

総務部 普及啓発部 調査分析部

《環境委員会》 課長会

理事長 百島 則幸 副理事長 橋本 利巳 副理事長 松岡 信明

《環境管理責任者》 髙木満郎

《ＥＡ２１推進事務局》 総務課

総
務
課

渉
外
課

環
境
分
析
課

分
析
技
術
課

調
査
課

総
合
企
画
室

環境部

環
境
技
術
課

計
画
課

水
生
生
物
調
査
課

陸
生
生
物
調
査
課

環
境
保
全
課

エ
コ
ア
ク
シ
ョ
ン
２
１
地
域
事
務
局

エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
情
報
セ
ン
タ
ー

福
岡
県
地
球
温
暖
化
防
止
活
動
推
進
セ
ン
タ
ー

九
州
グ
リ
ー
ン
購
入
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
務
局

管
理
課

北
九
州
支
所

大
分
支
所

東
京
事
務
所

エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
情
報
セ
ン
タ
ー
分
室

※

（3名）

（1名）

（10名）

（2名）

（62名） （73名）（16名）

（4名）
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Ⅱ 環境方針 
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1．単年度の環境目標 

平成 27 年度の環境目標は、二酸化炭素排出量 688,596kg-CO2（23～25 年度平均実

績△1.0％）、廃棄物排出量 120.61t（23～25 年度平均実績△2.0％）、総排水量 3,625

㎥（23～25 年度実績△0.2％）、事務用品等のグリーン購入 63.5％（23～25 年度平均実

績＋1.0％）、化学物質使用量 3.10（23～25 年度平均実績△1.0％）、環境保全に関する

普及啓発活動 172 件、環境アセスメント関連の実績 35 件としました。 

なお、電気の二酸化炭素排出係数は、平成 24 年度九州電力（株）の実排出係数 0.612kg-

CO2／kWh を用いています。 

 

 

  

Ⅲ 環境目標 

項目 単位 《基準値》 平成2７年度

695,552 688,596

（H23～H25平均）

%（削減率） － △1.0

123.07 120.61

（H23～H25平均）

%（削減率） － △2.0

3,632 3,625

（H23～H25平均）

%（削減率） － △0.2

% 62.9 63.5

（H23～H25平均）

%（増加率） － 1.0

L/百万円 3.13 3.10
(使用量/受注額)

（H23～H25平均）

%（削減率） － △1.0

件 172 172

（H23～H25平均）

件 35 35

（H23～H25平均）

t

m3

環境アセスメント関連事業の実施

二酸化炭素排出量の削減

廃棄物排出量の削減

総排水量の削減

事務用品等のグリーン購入

化学物質使用量の削減

環境保全に関する普及啓発活動
（主催イベント、講師派遣、支援事業等）

kg-CO2
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２．中長期の環境目標 

平成 26 年度から平成 30 年度までの環境目標は以下のとおり設定しています。 

二酸化炭素排出量、廃棄物排出量、総排水量、事務用品等のグリーン購入及び化学物質使

用量は、これまでの取組による効果を考慮し、平成 23 年度から平成 25 年度までの平均実

績を基準として、平成 30 年度までに 0.5％～5.0％削減（増加）する目標を設定していま

す。環境保全に関する普及啓発活動及び環境アセスメント関連事業の実施は、平成 23 年度

から平成 25 年度までの平均実績並みの目標としています。 

なお、電気の二酸化炭素排出係数は、平成 24 年度九州電力（株）の実排出係数 0.612kg-

CO2／kWh を用いています。 

 

※北九州支所、大分支所及び東京事務所は職員が常駐しておらず、環境負荷が少ないため 

 数値目標の管理対象外とします。 

項目 単位 《基準値》 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

695,552 692,074 688,596 685,119 681,641 678,163

（H23～H25平均）

%（削減率） － △0.5 △1.0 △1.5 △2.0 △2.5

123.07 121.84 120.61 119.38 118.15 116.92

（H23～H25平均）

%（削減率） － △1.0 △2.0 △3.0 △4.0 △5.0

3,632 3,628 3,625 3,621 3,617 3,614

（H23～H25平均）

%（削減率） － △0.1 △0.2 △0.3 △0.4 △0.5

% 62.9 63.2 63.5 63.8 64.2 64.5

（H23～H25平均）

%（増加率） － 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

L/百万円 3.13 3.11 3.10 3.08 3.07 3.05
(使用量/受注額) （H23～H25平均）

%（削減率） － △0.5 △1.0 △1.5 △2.0 △2.5

件 172 172 172 172 172 172

（H23～H25平均）

件 35 35 35 35 35 35

（H23～H25平均）

kg-CO2

二酸化炭素排出量の削減

廃棄物排出量の削減

総排水量の削減

事務用品等のグリーン購入

環境アセスメント関連事業の
実施

化学物質使用量の削減

環境保全に関する普及啓発活
動（主催イベント、講師派
遣、支援事業等）

m3

t
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1．電気使用量の削減 

 

2．ガソリン使用量の削減 

 

3．可燃ゴミ（一般廃棄物）の削減 

 

4．廃酸、廃油（産業廃棄物）の削減 

  

Ⅳ 環境活動計画の内容 

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

①

②

③

①

①

①

①

②

エアコンの設定温度を
決め、実行する

田中

空調を利用する際の室温（気温）をチェックする。夏
は28℃以上、冬は20℃以下。時々室温をチェック
し、不必要な使用を避ける。

巡回 エアコン稼動時

クールビス・ウォームビスを実践する。夏はノーネク
タイ・半袖シャツ、冬はセーター・カーデガン・ハイ
ネックなどを着用する。

ヒアリング
エアコンシーズ
ン前

昼休みの消灯運動 大塚

昼休みの消灯を徹底する。ただし、降雨などで著しく
室内が暗い場合を除く。 巡回 毎月

エアコンの設定温度は、夏は28℃、冬は20℃を目安
とする。

退出時のOA機器の主
電源OFF

藤井
高比良

帰宅時や外出時、長時間の不在時には、ＯＡ機器の主
電源ＯＦＦを徹底する。ただし、FAX機能等の付加に
よる継続電源ＯＮが必要なものは除く。

巡回 毎月

エアコンフィルターの
清掃

大塚

協会全体のエアコンフィルターを年2回清掃する。暖
冷切替時期（5～6月）、冷暖切替時期(10～11頃)

モニター 毎日
警報が鳴ったら館内放送で電気使用の抑制を促す。

大塚

毎月の最大電力使用量の目標を設定する。
ＥＣＯねっとシステム
の運用

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

①

②

公共交通機関の利用促
進

エコドライブ１０の推
進

大塚

エコドライブを実践する。急発進や急加速をしない。
運転席を離れる時は必ずエンジンを切る。

運転記録簿 毎月
エコドライブを実施した時は、運転記録簿の「エコ運
転」欄に○印を付け、できなかった場合は、その理由
を記載する。

カード使用
管理簿

毎月山本

① 公共交通機関を率先して利用する。

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

①

①

②

毎月

両面・複数ページ印刷
の推進、裏紙使用の徹
底

岩下

両面印刷や両面コピーを実践する。

巡回 毎月裏紙が使用しやすい環境を整える。紙の規格ごとに分
類し、印刷可能面を上面して整理整頓を行う。

紙類、ベットボトル等
の分別の徹底

辻

一般ゴミの分別を徹底する。ゴミ箱に紙類・ペットボ
トルを捨てない。缶・ペットボトルは、協会内自販機
横の専用ゴミ箱に入れる。

巡回

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

①

②

③

廃棄物の識別、試薬調整

量の適正化、器具洗浄液

量の削減

川村

対象液の特性（有害性等）を考慮して、廃酸・廃油に該当

するかを識別する。

ヒアリング 毎月

試料数等を考慮して、使用する試薬調整量を適正にする。

器具洗浄の際は、少量の水（溶媒）で複数回洗浄するな

ど、洗浄液量の削減に努める。

実践事項
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5．節水活動の推進 

 

6．グリーン購入の推進 

 

7．化学物質使用量の削減 

 

8．自らが生産・販売・提供する製品及びサービスに関する環境配慮 

 

9．クライアントに対して環境に配慮した提案 

 

１０．エネルギー環境情報センターにおける取組 

 

１１．北九州支所における取組 

 

１２．大分支所における取組 

 

１３．東京事務所における取組 

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

ヒアリング ２か月ごと節水活動の推進

実践事項

大塚
① 節水活動を推進する。

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

① 事務用品のグリーン購入を推進する。

②
事務用品等のグリーン
購入の推進

大塚 請求書等 毎月インターネットで購入している事務用品等のグリーン
購入額を集計する。

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

① 化学物質の使用量の削減を推進する。

② 四半期ごとに化学物質の使用量を集計する。
３か月ごと化学物質使用量の削減 仲島 納品書等

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

環境保全に関する普及
啓発活動の推進

辻

① 講習会・講演会の開催、講師派遣等の環境啓発活動を
実施する。 ヒアリング 都度

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

クライアントに対して
環境を配慮した提案

末津

① 環境アセスメント関連事業において環境配慮した提案
を実施する。 ヒアリング 都度

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

エネルギー環境情報セ
ンターにおける取組

辻
① 環境活動が適正に行われているか確認する。

巡回

実践事項

毎月

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

北九州支所における取
組

支所長
① 節電、節水、廃棄物削減の推進

ヒアリング 都度

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

大分支所における取組 支所長
① 節電、節水、廃棄物削減の推進

ヒアリング 都度

実践事項

活動項目 責任者 チェック方法 チェック頻度

東京事務所における取
組

事務所長
① 節電、節水、廃棄物削減の推進

ヒアリング 都度

実践事項



14 

 

 

 

 平成 27 年度環境目標の実績は以下のとおりです。なお、電気の二酸化炭素排出係数は、

平成 24 年度九州電力（株）の実排出係数 0.612kg-CO2／kWh を用いています。 

（    ）内はエネルギー環境情報センター分室の実績値 

  

Ⅴ 環境目標の実績 

平成2７年度

目標値 実績値 対目標比

688,596 761,739 110.6%

( 1,468 )

932,781 1,023,779 109.8%

( 2,399 )

 ガソリン使用量の削減 L 44,615 44,873 100.6% ×

 ガソリン車の燃費 ㎞/L 12.5 13.6 108.8% ○

t 120.61 107.95 89.5% ○

可燃ゴミ排出量の削減 t 15.96 13.27 83.1% ○

 廃酸、廃油排出量の削減 t 21.24 22.81 107.4% ×

3,625 4,146 114.4%

( 34 )

% 63.5 45 70.9% ×

L/百万円
(使用量/受注額)

3.10 3.27 105.5% ×

件 172 289 168.0% ○

件 35 37 105.7% ○

kg-CO2 ×

目標達成
の判定

平成2７年度
単位項目

環境アセスメント関連の実績

廃棄物排出量の削減

総排水量の削減

事務用品等のグリーン購入

化学物質使用量の削減

環境保全に関する普及啓発活動

 電気使用量の削減 kWh ×

二酸化炭素排出量の削減

m3 ×



15 

 

１．二酸化炭素排出量の削減 

二酸化炭素排出量は、目標の 688,596kg-CO2 に対して 761,739 kg-CO2 であり、

目標値を 10.6％超過する結果となりました。電気使用量が 9.8％超過したことが主な原因

であり、GC×ＧＣ-QTOFＭＳの導入、電気炉の使用増加によるものだと思われます。 

なお、平成２7 年度の太陽光発電による発電量は 5,682ｋWｈでした。 

 

２．廃棄物排出量の削減 

廃棄物排出量は目標を達成しました。しかし、依然として１００ｔ以上の廃棄物を排出し

ている状況であり、環境活動の継続が必要です。 

廃棄物排出量の内訳は、混合廃材 41.00ｔ、廃酸、廃油 22.81ｔ、可燃ごみ 10.29ｔ、

紙類 20.77ｔ、がれき類 8.90ｔ、その他 4.18ｔとなっています。 

 

３．総排水量の削減 

総排水量は、目標値を 14.4％上回り目標を達成することができませんでした。9 月まで

の総排水量が目標に対して 22.6%超過していたことから、業者による漏水調査を 10 月

17 日に実施しましたが、原因は特定できませんでした。 

 

４．事務用品等のグリーン購入 

事務用品等のグリーン購入率は、目標値を 29.1％下回り目標を達成することができませ

んでした。各課からの発注に対して、グリーン購入適合品に代替できないか等のチェック強

化が課題となっています。 

 

５．化学物質使用量の削減 

化学物質使用量は 3,013 L（昨年度 2,671L）、調査分析部の受注額は 921 百万円（昨

年度 895 百万円）であり、目標を達成することができませんでした。化学物質については、

調査分析部が分析試験において、ISO9001 に基づき適正に管理していますが、ダイオキシ

ン類、農薬、絶縁油中 PCB 等のヘキサンを使用する分析が平年に比べ増加しました。 

なお、当協会で使用している化学物質は種類が多く、使用量が極端に少ないものが多数あ

るため、削減対象とする化学物質は、平成 21 年度に年間 100L 以上使用したものとして

います。 

 

６．環境保全に関する普及啓発活動 

環境保全に関する普及啓発活動の実施件数は289件であり、目標を大幅に達成しました。 

 

７．環境アセスメント関連の実績 

環境アセスメント関連の実績件数は 37 件であり、目標を達成しました。 
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１．環境活動計画の取組結果とその評価 

    

Ⅵ 環境活動計画の取組結果 

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月

1 エアコン設定温度を決め、実行する 田中 ○ ○ ○ ○

2 エアコンフィルターの清掃 大塚 ○ － ○ －

3 昼休みの消灯運動 大塚 ○ ○ ○ ○

4 退出時のOA機器の主電源OFF
藤井

高比良
○ ○ ○ ○

5 ＥＣ０ねっとシステムの運用 大塚 ○ ○ ○ ○

6 エコドライブ１０の推進 大塚 ○ ○ ○ ○

7 公共交通機関の利用促進 山本 ○ ○ ○ ○

8 紙類、ペットボトル等の分別の徹底 辻 ○ ○ ○ ○

9
両面・複数ページ印刷の推進、裏紙使用の
徹底

岩下 ○ ○ ○ ○

10
廃棄物の識別、試薬調整量の適正化、器具
洗浄液量の削減

川村 ○ ○ ○ ○

11 節水活動の推進 大塚 ○ ○ ○ ○

12 事務用品等のグリーン購入の推進 大塚 × × × ×

13 化学物質使用量の削減 仲島 ○ ○ ○ ○

14 環境保全に関する普及啓発活動の推進 辻 － － － ○

15 環境アセスメント関連の実績 末津 － － － ○

16 エネルギー環境情報センターにおける取組 辻 ○ ○ ○ ○

17 北九州支所における取組 支所長 ○ ○ ○ ○

18 大分支所における取組 支所長 ○ ○ ○ ○

19 東京事務所における取組
事務所

長
○ ○ ○ ○

№ 活動項目
責任
者

取組結果
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２．環境活動の具体的な取組  

  

（１）ＥＣＯねっとシステムの運用  （２）太陽光パネルの設置 

 
 

 

 

 

 
 

（３）ＬＥＤ蛍光灯の導入  （４）エコドライブ 10 の推進促進 

 

 

 

 

 

 （５）可燃ゴミの削減           （６）節水活動の推進 
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（７）その他の環境啓発活動 

 

 ① 環境保全に関する普及啓発活動 

●小・中学生を対象とした普及啓発活動の主な実績 

イベント名称・主催・開催場所等 実施日 

まもるーむ福岡運営委託 

主催：福岡市保健環境研究所 

場所：まもるーむ福岡 

平成 27 年 4 月から 

平成 28 年 3 月まで 

熊本県立大学原子力講座 測定実演 

主催：九州電力（株）熊本支社 

場所：熊本県立大学 

平成 2７年 6 月 9 日 

 

  ●エコアクション２１関連の主な実績 

イベント名称・主催・開催場所等 実施日 

エコアクション 21 福岡県・福岡市ＩＰ導入セミナー 

場所：粕屋総合庁舎 

 

平成 27 年 6 月 24 日 

エコアクション 21 佐賀県ＩＰ導入セミナー 

場所：メートプラザ佐賀 多目的ホール 

 

平成 27 年 7 月 15 日 

エコアクション 21 福岡県・福岡市ＩＰ集合コンサル① 

場所：粕屋総合庁舎 

 

平成 27 年 7 月 15 日 

エコアクション 21 福岡県・福岡市ＩＰ集合コンサル② 

場所：粕屋総合庁舎 

 

平成 27 年 8 月 4 日 

エコアクション 21 福岡県・福岡市ＩＰ集合コンサル③ 

場所：粕屋総合庁舎 

 

平成 27 年 8 月 26 日 

エコアクション 21 福岡県・福岡市ＩＰ集合コンサル④ 

場所：粕屋総合庁舎 

 

平成 27 年 9 月 16 日 

エコアクション 21 佐賀県産廃協会導入セミナー 

場所：グランデはがくれ 

 

平成 27 年 11 月 18 日 

エコアクション 21 フォローアップセミナー 

場所：福岡県中小企業振興センター 

 

平成 27 年 12 月 3 日 

エコアクション 21 福岡県・福岡市ＩＰ集合コンサル⑤ 

場所：粕屋総合庁舎 

 

平成 27 年 12 月 22 日 

エコアクション 21 福岡県中小企業家同友会導入セミナー 

場所：粕屋総合庁舎 

 

平成 28 年 2 月 24 日 
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  ●九州グリーン購入ネットワーク事務局 

講演内容・主催・開催場所等 実施日 

北九州エコライフステージ 2015 に出展 

主催：北九州エコライフステージ実行委員会 

場所：北九州市役所周辺広場 

平成 27 年 10 月 10 日 

平成 27 年 10 月 11 日 

ながさきエコライフ・フェスタ 2015 に出展 

主催：ながさきエコライフ実行委員会 

場所：長崎水辺の森公園 

平成 27 年 10 月 25 日 

グリーン購入セミナー 

主催：佐賀県、佐賀県「ストップ温暖化」県民運動推進会議、

九州グリーン購入ネットワーク 

場所：マリトピア 

テーマ：環境にやさしい生活 

（グリーン購入・廃棄物原料推進セミナー） 

～「買う」「使う」「捨てる」を考えよう～ 

平成 28 年 1 月 22 日 

環境先進企業見学会の開催 

主催：九州グリーン購入ネットワーク 

場所：トータルケア・システム（株） 

平成 28 年 2 月 22 日 

 

 

 ② ボランティア活動 

  ●平成 27 年 6 月 7 日 下関安全協議会漁港清掃活動 

 

 ③ 出版事業 

●会誌「環境管理」第 4４号を平成 26 年 8 月に発行しました。 

●九州でみられカエル・オタマジャクシガイドブックを、平成 28 年 4 月に発行しま

した。 

 

  



20 

 

 

 

平成 28 年度の環境活動計画は以下のとおりです。 

Ⅶ 次年度の環境活動計画 

①

②

③

①

①

①

①

②

①

②

①

①

②

①

②

③

① 事務用品のグリーン購入を推進する。

②

① 化学物質の使用量の削減を推進する。

② 四半期ごとに化学物質の使用量を集計する。

毎月

12
事務用品等のグリー
ン購入の推進

13

インターネットで購入している事務用品等のグリーン
購入額を集計する。

両面印刷や両面コピーを実践する。

巡回

２か月ごと

大塚

仲島

ヒアリング

ヒアリング 毎月
廃棄物の識別、試薬
調整量の適正化、器
具洗浄液量の削減

両面・複数ページ印
刷の推進、裏紙使用
の徹底

山本

岩下

辻
一般ゴミの分別を徹底する。ゴミ箱に紙類・ペットボ
トルを捨てない。缶・ペットボトルは、協会内自販機
横の専用ゴミ箱に入れる。

裏紙が使用しやすい環境を整える。紙の規格ごとに分
類し、印刷可能面を上面して整理整頓を行う。

①

芦川

対象液の特性（有害性等）を考慮して、廃酸・廃油に
該当するかを識別する。

試料数等を考慮して、使用する試薬調整量を適正にす
る。

器具洗浄の際は、少量の水（溶媒）で複数回洗浄する
など、洗浄液量の削減に努める。

エアコンの設定温度は、夏は28℃、冬は20℃を目安
とする。

空調を利用する際の室温（気温）をチェックする。夏
は28℃以上、冬は20℃以下。時々室温をチェック
し、不必要な使用を避ける。

クールビス・ウォームビスを実践する。夏はノーネク
タイ・半袖シャツ、冬はセーター・カーデガン・ハイ
ネックなどを着用する。

カード使用
管理簿

運転記録簿

モニター

エコドライブを実践する。急発進や急加速をしない。
運転席を離れる時は必ずエンジンを切る。

エコドライブを実施した時は、運転記録簿の「エコ運
転」欄に○印を付け、できなかった場合は、その理由
を記載する。

公共交通機関を率先して利用する。

巡回

4

5
ＥＣＯねっとシステ
ムの運用

8

ﾁｪｯｸ頻度ﾁｪｯｸ方法

巡回
エアコン稼
動時

2

3

1

実践事項責任者活動項目

昼休みの消灯運動

毎月

毎月

田中
エアコンの設定温度
を決め、実行する

大塚
エアコンフィルター
の清掃

退出時のOA機器の主
電源OFF

7

毎月

エアコン
シーズン前

ヒアリング

巡回 毎月

毎月巡回

昼休みの消灯を徹底する。ただし、降雨などで著しく
室内が暗い場合を除く。

帰宅時や外出時、長時間の不在時には、ＯＡ機器の主
電源ＯＦＦを徹底する。ただし、FAX機能等の付加に
よる継続電源ＯＮが必要なものは除く。

毎日

化学物質使用量の削
減

環境保全に関する普
及啓発活動の推進

①16
エネルギー環境情報
センターにおける取
組

辻

大塚

協会全体のエアコンフィルターを年2回清掃する。暖
冷切替時期（5～6月）、冷暖切替時期(10～11頃)

毎月の最大電力使用量の目標を設定する。

藤井
高比良

大塚
警報が鳴ったら館内放送で電気使用の抑制を促す。

大塚

紙類、ベットボトル
等の分別の徹底

エコドライブ１０の
推進

6

公共交通機関の利用
促進

10

11 節水活動の推進 大塚 節水活動を推進する。①

9

ヒアリング 都度

請求書等 毎月

納品書等 ３か月ごと

節電、節水および廃棄物削減を推進する。 ヒアリング 都度

巡回 毎月

都度
環境アセスメント関連事業において環境配慮した提案
を実施する。

ヒアリング

都度ヒアリング

環境活動が適正に行われているか確認する。

20
長崎支所における取
組

支所長 ① 節電、節水および廃棄物削減を推進する。

講習会・講演会の開催、講師派遣等の環境啓発活動を
実施する。

辻

15
クライアントに対し
て環境を配慮した提
案

18
大分支所における取
組

支所長 ① 節電、節水および廃棄物削減を推進する。

17
北九州支所における
取組

支所長 ①

①

末津 ①

14

ヒアリング 都度

19
東京事務所における
取組

事務所長 ① 節電、節水および廃棄物削減を推進する。 ヒアリング 都度
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１．環境関連法規の遵守状況 

  

Ⅷ 環境関連法規等の遵守状況 

法律名等 対象設備、作業等 法令条項（最終改正日） 要求事項 評価

消防法 火災の予防 法第8条(H27.9.11)
令第3条(H27.12.16)

防火管理者
○

法第8条(H27.9.11)
令第4条(H27.12.16)

消防計画
避難訓練 ○

法第17条の3の3(H27.9.11)
規則第31条の6(H27.5.29)

消防設備等の点検
○

危険物の貯蔵 法第11条(H27.9.11) 設置許可の届出 ○

法第11条の5(H27.9.11) 倍数変更の届出 ○

毒物及び劇物取締法 許可申請 法第6条の2(H27.6.26) 特定毒物研究者の届出 ○

法第7条(H27.6.26） 毒物劇物取扱責任者 ○

毒物又は劇物の取扱 法第11条(H27.6.26）
令第38条(H26.7.30）

保管管理
盗難、漏洩の防止 ○

毒物又は劇物の表示 法第11条第3項(H27.6.26）
法第22条第5項(H27.6.26）

毒物又は劇物の表示
○

核燃料物質等の使用等 法第52条第1項(H26.6.13)
法第52条第2項(H26.6.13)

使用の許可
○

法第57条の6第1項
(H26.6.13)
法第57条の6第2項
(H26.6.13)

使用の廃止に伴う措置

○

国際規制物資の使用等 法第61条の3第1項
(H26.6.13)
法第61条の3第2項
(H26.6.13)

使用の許可及び届出等

○

法第61条の7(H26.6.13) 記録 ○

法第61条の8の2第1項
(H26.6.13)

計量管理規定
○

使用の許可及び届出 法第3条第1項(H26.6.13)
法第3条第2項(H26.6.13)

使用の許可
○

法第9条第4項(H26.6.13) 許可証の譲渡又は貸与 ○

法第10条第5項(H26.6.13) 使用施設等の軽微な変更 ○

許可届出使用者の義務 法第17条第1項(H26.6.13) 運搬の基準 ○

法第19条第1項(H26.6.13) 廃棄の基準等 ○

法第20条第1項(H26.6.13) 測定 ○

法第22条(H26.6.13) 教育訓練 ○

法第23条第1項(H26.6.13) 健康診断 ○

法第24条(H26.6.13) 放射線障害を受けた者又は受けたおそれ
のある者に対する措置 ○

法第25条第1項(H26.6.13) 記帳義務 ○

法第27条第1項(H26.6.13) 使用の廃止等の届出 ○

法第28条第1項(H26.6.13) 許可の取消し、使用の廃止等に伴う措置 ○

法第32条(H26.6.13) 事故届 ○

法第33条第1項(H26.6.13) 危険時の措置 ○

下水道法 排出水 法第12条の2第5項
(H27.5.20）
令第9条の2から第9条の
7(H27.11.13)
市下水道条例第9条
（H25.12.26）

排除基準の遵守

○

法第12条の3(H27.5.20)
法第30条(H27.5.20）
市下水道条例第6条､第9条の
4(H25.12.26）

特定施設の届出

○

法第12条の12(H27.5.20) 水質の測定義務等 ○

法第18条の2(H27.5.20） 汚濁原因者負担金 ○

法第39条の2(H27.5.20） 報告の徴収 ○

法第12条の9(H27.5.20） 事故時の状況及び講じた措置の届出 ○

核原料物質、核燃料物
質及び原子炉の規制に
関する法律

放射性同位元素等によ
る放射線障害の防止に
関する法律
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法律名等 対象設備、作業等 法令条項（最終改正日） 要求事項 評価

水質汚濁防止法 法第5条第3項(H26.6.18） 特定施設等の設置の届出 ○

法第12条の4(H26.6.18） 有害物質使用特定施設等に係る構造基準
等の遵守義務 ○

法第14条第5項(H26.6.18） 排出水の汚染状態の測定等
○

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律

事業系一般廃棄物 法第6条の2第6項(H27.7.17）
福岡市廃棄物の減量及び適正処
理等に関する条例第10条
(H26.7.1)

委託先業者選定基準

○

法第6条の2第7項(H27.7.17）
令第4条の4(H27.12.2）
福岡市廃棄物の減量及び適正処
理等に関する条例第11条
(H26.7.1)

委託基準の遵守

○

法第12条第1項(H27.7.17）
令第6条第1項第1号
(H27.12.2）

自社運搬の基準

○

法第12条2項(H27.7.17）
規則第8条(H27.12.25）

保管基準の遵守
○

法第12条第5項(H27.7.17) 許可業者への委託 ○

法第12条第6項(H27.7.17)
令第6条の2(H27.12.2）
規則第8条の4，4の2，4の
3(H27.12.25）

委託基準の遵守

○

法第12条の3第1項
(H27.7.17）
規則第8条の20、 第8条の
21(H27.12.25）

管理票（マニフェスト票）の交付

○

法第12条の3第2項
(H27.7.17）
規則第8条の26(H27.12.25）

管理票（マニフェスト票）A票の保管

○

法第12条の3第6項
(H27.7.17）
規則第8条の26(H27.12.25）

管理票（マニフェスト票）の写しの送付
を受けるまでの期間 ○

法第12条の3第7項
(H27.7.17)
規則第8条の27(H27.12.25）

管理票（マニフェスト票）に関する知事
への定期報告 ○

法第12条の3第8項
(H27.7.17）
規則第8条の28(H27.12.25）
規則第8条の29(H27.12.25）

管理票交付者が講ずべき措置

○

法第12条の2第8項
(H27.7.17）

特別管理産業廃棄物管理責任者
（特別管理産業廃棄物） ○

法第12条の2第2項
(H27.7.17）
規則第8条の13(H27.12.25）

保管基準の遵守
（特別管理産業廃棄物） ○

法第12条の2第5､6項
(H27.7.17）

許可業者への委託（特別管理産業廃棄
物） ○

産業廃棄物の処理困難通知
及び虚偽記載時の対応(特
別管理産業廃棄物含む)

法第12条の3第8項
(H27.7.17）

廃棄物の適正管理の確認、対応

○

廃棄物全般 法第16条(H27.7.17） 投棄禁止（未遂を含む） ○

法第16条の2(H27.7.17） 焼却禁止（未遂を含む） ○

労働安全衛生法 労働者 法第66条(H27.5.7) 健康診断 ○

規則第5条(H26.11.28) 第１種又は第２種有機溶剤に係る設備 ○

規則第19条第2項
(H26.11.28)

有機溶剤作業主任者の選任 ○

規則第20条第2項
(H26.11.28)
規則第21条(H26.11.28)

局所排気装置の定期自主検査
○

規則第24条(H26.11.28) 掲示
○

規則第25条第2項
(H26.11.28)

種別区分の標示
○

規則第28条第2項
(H26.11.28)
規則第28条第3項

作業環境測定
○

規則第29条第2項
(H26.11.28)

健康診断
○

規則第32条第1項
(H26.11.28)
規則第33条第1項

保護具
○

規則第35条(H26.11.28) 有機溶剤等の貯蔵 ○

産業廃棄物
１.廃油
２.廃プラスチック
３.ガラス屑
４.汚泥
５.その他ガレキ類

特別管理産業廃棄物
１.廃酸
２.廃油

有機溶剤中毒予防規則
(労働安全衛生法に基づ
く省令)

有害物質使用特定施設
有害物質貯蔵施設

(1)有機溶剤
令別表6の2の54種類
(2)有機溶剤等
有機溶剤及び当該有機溶剤
5ｗｔ％を超える含有物
①第1種有機溶剤
②第2種有機溶剤
③第3種有機溶剤
(3)有機溶剤業務
有機溶剤含有物を用いて行
う12種類の業務
(4)対象作業場所
①屋内作業、通風が不十分
な場所など
②有機溶剤の製造又は取り
扱う業務
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２．訴訟の有無 

 関連当局からの違反の指摘は 3 年間ありませんでした。 

 

３．外部からの苦情 

 外部からの苦情は 3 年間ありませんでした。 

 

 

 

総合的に判断して環境経営システムは、おおむね有効に機能していると評価します。 

平成 27 年度の環境目標のうち、廃棄物排出量の削減、環境保全に関する普及啓発活動、

環境アセスメント関連に対する取組については、目標を達成できました。他の取組について

は、事業量の増加等の理由でやむを得ない面もありますが、今後の環境活動を強化していく

必要があります。 

環境マネジメントシステム エコアクション２１を導入して 7 年が経過し、職員の環境へ

の取組に対する意識は着実に浸透しております。職員が自主的、積極的に環境への取組を行

い、持続可能な社会の構築に貢献していくことを期待します。 

Ⅸ 代表者による全体評価と見直しの結果 

法律名等 対象設備、作業等 法令条項（最終改正日） 要求事項 評価

規制対象物質（第2条）
52種類

規則第3条第1項(H27.9.17) 局所排気装置等の設置
○

規則第13条(H27.9.17)
規則第14条(H27.9.17)
規則第15条第1項(H27.9.17)
規則第18条第1項(H27.9.17)

特定化学設備への措置

○

規則第27条第1項(H27.9.17) 作業主任者の選任
○

規則第30条第1項(H27.9.17)
規則第31条第1項(H27.9.17)

定期自主検査
○

規則第36条第1項(H27.9.17)
規則第36条第2項(H27.9.17)

作業環境測定
○

規則第38条の3(H27.9.17) 掲示
○

規則第38条の4(H27.9.17) 作業の記録
○

規則第39条第1項(H27.9.17) 健康診断
○

規則第43条(H27.9.17) 保護具
○

フロン排出抑制法 全ての事業者 法第86条(H25.6.12） フロン類の放出の禁止
○

第一種特定製品の管理者 法第16条第1項(H25.6.12） 第一種特定製品の管理者の判断の基準と
なるべき事項 ○

法第19条第1項(H25.6.12） フロン類算定漏えい量等の報告
○

第一種特定製品の整備の発
注者

法第74条第6項(H25.6.12） フロン類回収等の料金負担
○

第一種特定製品廃棄等実施
者

法第41条(H25.6.12） フロン類引渡義務
○

法第43条第1～3項
(H25.6.12）

回収依頼書／委託確認書の交付・保存
○

法第45条第3項(H25.6.12） 引取証明書（又は写し）の保存
○

法第45条第4項(H25.6.12） 引取証明書の未受領・虚偽記載に関する
報告 ○

法第74条第3項(H25.6.12） フロン類回収等の料金支払
○

自動車リサイクル法 自動車の管理 法第5条(H26.6.13) 自動車の所有者の責務
○

再資源化等の実施 法第8条(H26.6.13) 使用済自動車の引渡義務
○

リサイクル料の納付 法第73条(H26.6.13) 再資源化預託金等の預託義務
○

家電リサイクル法 エアコン、テレビ（ブラウ
ン管･液晶･プラズマ）、冷
蔵庫、冷凍庫、洗濯機、衣
類乾燥機

法第6条(H23.6.24) 特定家庭用機器廃棄物の再商品化

○

特定化学物質障害予防
規則(労働安全衛生法に
基づく省令)


